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≪図表２  年齢３区分の割合の 2010 年と 2015 年の比較≫ 

 第２章  市の状況  

１  人 口 の 動 向  

□  人  口  

    人口の推移をみると、本市の総人口は増加を続けており、 2015 年では

84,133 人となっています。年齢３区分の割合について、2010 年と 2015 年

を比較すると、15～64 歳（生産年齢人口）の減少と 65 歳以上（老年人口）

の増加が顕著となっています。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 年齢３区分  2010 年  2015 年  
前回調査比増減  

（ 2015 年－ 2010 年）  

0～ 14 歳（年少人口）  15.4％  14.9％  △ 0.5 ポイント  

15～ 64 歳（生産年齢人口）  63.9％  60.8％  △ 3.1 ポイント  

65 歳以上（老年人口）  20.2％  23.6％   3.4 ポイント  

≪図表 1 人口/年齢３区分による人口の推移≫  
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● 各 年 の 値 は 、 国 勢 調 査 の 数 値 で す 。 な お 総 人 口 に は 年 齢 不 詳 も 含 む た め 、 0～ 14 歳 （ 年 少 人

口 ） 、 1 5～ 64 歳 （ 生 産 年 齢 人 口 ） 、 6 5 歳 以 上 （ 老 年 人 口 ） の 合 計 と 総 人 口 と は 一 致 し ま せ ん 。  
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  □  2015 年 と 2027 年 の年齢５歳階級別人口  

    2015 年以降の状況について、年齢 5 歳階級別人口の推計をみると、日本

全体で社会移動が今後鈍化する予想であるため、最も人口が多い年齢階級は

2015 年の 40～44 歳から第 2 次北名古屋市総合計画の期間最終年度となる

2027 年には 50～54 歳へと移行しており、また若年層の人口変動が安定して

いるため、本市でも高齢化が進行していきます。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

● 各 年 の 値 は 、 国 立 社 会 保 障 ・ 人 口 問 題 研 究 所 の 推 計 デ ー タ 及 び 最 新 の 国 勢 調 査 （ ２ ０ １ ５ 年 ） デ ー タ を 基 に 、

コ ー ホ ー ト 要 因 法 に よ り 推 計 し て い ま す 。  

≪図表３  年齢５歳階級別人口の推計≫  
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２  産 業 の 動 向  

□  産 業 別就業者数  

    本市の就業者数の推移をみると、総就業者数は 2010 年までは減少してい

ましたが、2015 年は増加に転じ、41,963 人となっています。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

□  就 業 者数の推移  

    就業者数の内、市内で働く市民≪図表５≫をみると 2005 年にいったん減少

した後、増加に転じており、2015 年では 15,712 人と就業者数の約 37％を

占めています。市内で働く市民と市外在住者で本市で働く就業者の合計は

2015 年時点で 33,986 人となっています。  

 

     （単位：人）  

区分  2000 年  2005 年  2010 年  2015 年  

市民  

就業者数  42,371 41,502 41,494 41,963 

 
市外で働く  26,444 26,363 24,565 25,181 

市内で働く  15,927 15,139 15,632 15,712 

市外在住者で、本市で働く  18,993 19,345 17,034 18,274 

本市の就業者数  

（本市で働く市民と市外在住者の合計） 
34,920 34,484 32,666 33,986 

≪図表４  就業者数／産業３部門の推移≫  
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● 各 年 の 値 は 、 国 勢 調 査 の 数 値 で す 。 な お 、 総 就 業 者 数 は 、 分 類 不 能 の 産 業 も 含 む

た め 、 第 １ 次 産 業 、 第 ２ 次 産 業 、 第 ３ 次 産 業 の 合 計 と 一 致 し ま せ ん 。  

≪図表５  就業者数の推移≫  

● 各 年 の 値 は 、 国 勢 調 査 の 数 値 で す 。  
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□  労 働 力  

    就業及び不就業の状態を表す労働力の推移をみると、2010 年は労働力人口

が多いものの、就業者数は最も少なくなっています。2015 年では労働力人口

が減少したものの、就業者数は増加に転じています。このことから、市民の

就業状況は改善傾向にあると考えられます。なお、実際に労働力として活用

されている割合を示す就業率は、高齢者を含めた 15 歳以上の人口が増加し

ていることから下降しており、2015 年では 59％となっています。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

区分  2000 年  2005 年  2010 年  2015 年  

15 歳以上人口  64,547 人  65,720 人  68,636 人  71,135 人  

労働力人口  44,277 人  43,816 人  43,848 人  43,534 人  

就業者数  42,371 人  41,502 人  41,494 人  41,963 人  

就業率  65.6％  63.1％  60.5％  59.0％  

≪図表６  労働力の推移≫  

● 各 年 の 値 は 、 国 勢 調 査 の 数 値 で す 。 就 業 率 と は 、 1 5 歳 以 上 人 口 に 占 め る 就 業 者 の 割 合 で す 。 ま た 、 労 働 力

人 口 は 、 「 就 業 者 」 と 「 完 全 失 業 者 」 を 合 せ た も の で 、 既 に 仕 事 を 持 っ て い る 者 と 求 職 活 動 者 を 合 計 し た も

の で す 。  
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□  総 生 産額  

    業種別総生産の推移をみると、全体として製造業の総生産額が市町村内総

生産に大きく影響しています。また、2011 年度からは金融・保険業が急激に

増加しており、市町村内総生産に与える影響も増加してます。2015 年度の市

町村内総生産額は、3,250 億 3,500 万円となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
      （ 単 位 ： 百 万 円 ）  

  2 007 年度 2008 年度 2009 年度 2010 年度 2011 年度 2012 年度 2013 年度 2014 年度 2015 年度 

農 業  3 5 2  3 3 0  3 3 6  3 2 8  3 6 2  3 8 4  3 4 4  2 8 8  3 1 6  

林 業  0  0  0  0  0  0  0  0  0  

水 産 業  0  0  0  0  0  0  0  0  0  

鉱 業  0  0  0  0  0  0  0  0  0  

製 造 業  1 0 7 , 9 3 2  8 0 , 9 3 0  9 4 , 7 8 0  8 8 , 5 8 7  8 8 , 5 9 8  8 5 , 7 3 6  9 4 , 3 5 4  7 7 , 7 3 4  1 0 0 , 4 5 4  

電気･ガス・水道・廃棄物処理業 7 , 5 5 1  8 , 2 7 5  6 , 2 4 4  5 , 5 0 0  6 , 7 3 6  6 , 3 1 3  6 , 9 0 5  5 , 4 0 8  4 , 0 8 9  

建 設 業  1 7 , 6 1 5  1 7 , 7 2 5  1 5 , 6 8 4  1 5 , 6 5 1  1 5 , 7 2 0  1 7 , 8 6 0  1 8 , 4 4 0  2 0 , 7 4 1  2 3 , 7 8 9  

卸 売 ･小 売 業  3 2 , 6 4 8  3 1 , 7 1 6  3 1 , 6 3 6  3 3 , 9 4 3  3 0 , 9 3 4  2 9 , 6 5 1  3 2 , 9 5 8  3 3 , 4 9 7  3 3 , 6 1 3  

運 輸 ･郵 便 業  1 8 , 6 3 5  1 9 , 2 0 7  1 8 , 2 4 0  1 6 , 7 9 8  1 7 , 1 2 6  1 6 , 4 3 5  1 7 , 7 4 0  1 9 , 9 9 9  2 1 , 0 5 1  

宿泊･飲食サービス業 3 , 9 0 5  4 , 2 0 0  3 , 9 7 6  3 , 8 4 0  3 , 7 0 5  3 , 6 7 5  3 , 7 5 3  3 , 6 4 3  3 , 8 1 6  

情 報 通 信 業  6 , 8 3 3  6 , 9 9 0  6 , 1 9 0  5 , 5 4 5  5 , 4 9 6  5 , 7 2 1  6 , 7 4 4  6 , 6 4 3  6 , 8 7 0  

金 融 ・ 保 険 業   8 , 9 4 5  5 , 1 8 9  6 , 4 0 5  5 , 7 4 8  1 3 , 6 2 5  1 6 , 4 9 6  3 0 , 5 4 4  3 4 , 9 0 0  3 6 , 5 5 7  

不 動 産 業  2 7 , 7 7 9  2 8 , 8 0 7  2 8 , 9 0 0  2 9 , 0 4 8  2 9 , 0 6 7  2 9 , 2 4 0  3 0 , 6 8 8  3 0 , 5 0 5  3 3 , 4 3 1  

専門・科学技術、業務支援サービス業 1 5 , 0 6 7  1 5 , 3 6 2  1 5 , 1 9 3  1 5 , 8 3 7  1 5 , 4 9 9  1 6 , 5 5 3  1 8 , 2 9 2  1 9 , 5 3 9  1 9 , 9 7 9  

公 務  5 , 1 1 5  5 , 3 1 2  5 , 1 8 3  4 , 9 1 5  4 , 5 6 9  5 , 3 5 0  5 , 3 2 5  5 , 1 0 9  5 , 4 2 5  

教 育  8 , 5 3 7  8 , 7 4 9  8 , 3 5 0  7 , 5 9 1  7 , 6 8 9  7 , 5 1 7  7 , 0 7 2  7 , 1 6 2  7 , 1 1 2  

保健衛生・社会事業 1 2 , 7 5 7  1 3 , 1 9 2  1 3 , 3 7 1  1 3 , 7 3 6  1 4 , 1 3 5  1 4 , 4 4 8  1 5 , 1 4 5  1 6 , 1 8 3  1 6 , 8 1 6  

そ の 他 の サ ー ビ ス  1 7 , 0 3 6  1 6 , 4 8 9  1 5 , 5 7 8  1 4 , 3 1 1  1 3 , 8 6 3  1 2 , 6 5 1  1 1 , 3 4 7  1 1 , 3 6 1  1 1 , 7 1 8  

市 町 村 内 総 生 産  2 9 0 , 7 0 7  2 6 2 , 4 7 3  2 7 0 , 0 6 6  2 6 1 , 3 7 7  2 6 7 , 1 2 3  2 6 8 , 0 3 0  2 9 9 , 6 5 1  2 9 2 , 7 1 1  3 2 5 , 0 3 5  

≪図表７  業種別総生産の推移≫  

≪図表８  市町村内総生産と製造業の推移≫  
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市町村内総生産 製造業（百万円） （百万円）

● 「 市 町 村 内 総 生 産 」 は 、 市 町 村 内 に お け る 企 業 な ど の 経 済 活 動 に よ っ て 生 産 さ れ た 財 貨 ・ サ ー ビ ス の 総 額

（ 産 出 額 ） か ら 原 材 料 費 な ど （ 中 間 投 入 額 ） を 差 し 引 い た 付 加 価 値 額 で す 。  

（ 出 典 ： 平 成 27 年 度 あ い ち の 市 町 村 民 所 得 ）  
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□  製 造 業の概況  

    製造業を営む事業所を対象に実施している工業統計調査の中分類ごとの粗

付加価値額を比較すると次のとおりです。  

 業務用機械器具製造業の推移が製造業全体に与える影響が大きくなってい

ます。  

（ 単 位 ： 万 円 ）  

  2008 年  2009 年  2010 年  2011 年  2012 年  2013 年  2014 年  2015 年  

食 料 品 製 造 業  1 , 3 4 5 , 8 2 7  1 , 4 4 3 , 6 1 6  1 , 4 5 1 , 9 5 2  1 , 1 8 6 , 0 3 0  1 , 3 2 7 , 1 5 4  1 , 5 4 8 , 5 1 2  1 , 4 4 5 , 1 8 1  1 , 3 1 6 , 2 7 1  

飲料・たばこ・飼料製造業 X  X  X  X  X  X  X  X  

繊 維 工 業  1 2 6 , 0 8 1  6 7 , 2 5 3  6 2 , 5 2 3  4 1 , 3 4 2  5 0 , 3 0 8  6 6 , 7 9 0  6 9 , 2 4 1  1 9 2 , 5 6 4  

木材・木製品製造業（家具を除く） 6 0 , 5 0 8  6 2 , 9 3 0  5 4 , 5 3 0  X  X  X  X  X  

家具・装備品製造業 3 4 , 6 4 3  2 7 , 5 0 5  3 0 , 0 9 3  6 6 , 6 6 9  4 9 , 8 0 6  4 1 , 7 7 8  4 1 , 1 3 1  3 0 , 0 0 0  

パルプ・紙・紙加工品製造業 1 7 6 , 1 4 4  1 8 9 , 5 3 8  1 4 8 , 9 0 5  1 9 2 , 0 1 3  1 6 4 , 4 4 2  1 7 7 , 0 8 9  2 1 9 , 3 0 5  1 6 2 , 4 3 6  

印 刷 ・ 同 関 連 業  3 8 9 , 5 5 5  4 1 5 , 1 2 2  3 5 8 , 8 2 7  3 2 7 , 7 5 5  3 0 3 , 4 4 4  2 9 0 , 8 1 4  2 3 8 , 5 3 8  2 7 7 , 5 0 5  

化 学 工 業  5 3 2 , 4 6 9  4 6 9 , 6 6 2  4 1 2 , 2 2 2  9 6 6 , 7 5 9  9 5 6 , 2 0 1  9 8 0 , 4 7 4  5 4 8 , 6 6 0  3 8 9 , 8 7 9  

プラスチック製品製造業（別掲を除く）  3 1 2 , 6 1 9  2 3 2 , 7 9 8  2 8 5 , 3 6 7  2 6 1 , 8 0 7  2 6 0 , 4 3 5  4 3 8 , 5 8 1  4 2 2 , 3 2 2  3 5 4 , 2 7 0  

ゴ ム 製 品 製 造 業  2 5 , 3 0 1  X  0  X  X  X  X  X  

窯業・土石製品製造業 1 1 8 , 3 1 5  5 4 , 2 3 1  5 1 , 5 4 4  4 5 , 5 6 3  9 6 , 0 6 9  5 7 , 1 6 7  6 0 , 8 7 6  8 5 , 4 0 0  

鉄 鋼 業  2 3 4 , 9 5 0  7 8 , 6 8 5  1 4 5 , 6 9 9  5 2 , 0 3 0  1 0 3 , 1 5 0  1 1 4 , 8 7 7  1 1 1 , 6 8 0  1 5 0 , 3 4 3  

非 鉄 金 属 製 造 業  X  X  X  0  X  X  X  X  

金 属 製 品 製 造 業  5 3 4 , 4 2 6  5 2 7 , 1 4 0  4 8 5 , 2 0 3  5 6 3 , 9 5 7  5 4 1 , 4 9 8  6 4 5 , 0 5 2  6 1 8 , 0 1 1  6 4 6 , 9 4 0  

はん用機械器具製造業 5 4 6 , 8 6 9  3 5 7 , 4 7 0  3 6 7 , 9 6 7  3 4 0 , 5 8 4  2 9 3 , 3 2 1  6 3 3 , 9 0 9  1 1 0 , 1 2 0  6 5 7 , 3 8 3  

生産用機械器具製造業 7 3 2 , 4 4 1  5 5 7 , 9 1 3  4 5 8 , 1 4 2  5 3 7 , 8 1 2  4 5 8 , 1 2 2  4 2 5 , 2 2 1  5 0 7 , 5 9 8  7 9 7 , 0 9 6  

業務用機械器具製造業 7 7 7 , 8 5 4  1 , 9 4 4 , 0 2 3  1 , 8 5 8 , 6 1 9  1 , 5 9 9 , 3 0 0  1 , 3 3 3 , 3 1 8  1 , 5 0 0 , 3 9 4  2 1 0 , 6 8 7  1 , 6 9 2 , 4 0 1  

電子部品・デバイス・電子回路製造業 0  0  X  0  0  0  0  X  

電気機械器具製造業 2 5 2 , 8 5 7  1 7 6 , 9 4 7  1 6 1 , 3 8 5  2 6 6 , 6 7 5  3 0 9 , 2 8 3  3 0 2 , 4 4 9  3 2 2 , 1 2 0  3 4 4 , 5 3 8  

情報通信機械器具製造業 X  0  0  0  0  0  0  0  

輸送用機械器具製造業 6 9 6 , 8 8 3  9 7 8 , 6 8 3  5 3 4 , 6 2 7  4 0 7 , 8 3 6  2 3 6 , 5 7 4  2 3 4 , 3 8 9  4 3 4 , 1 5 4  5 4 0 , 6 5 9  

そ の 他 の 製 造 業  4 3 , 4 4 3  3 5 , 2 3 8  3 5 , 9 6 3  3 3 , 1 1 1  4 5 , 8 3 8  3 9 , 7 3 0  4 5 , 9 7 4  2 4 , 1 3 7  

製 造 業 計  8 , 5 0 2 , 6 1 4  9 , 1 4 5 , 0 3 1  8 , 7 9 8 , 9 9 1  9 , 0 9 7 , 4 1 2  7 , 9 5 8 , 3 5 1  9 , 5 9 6 , 1 4 5  7 , 2 9 9 , 6 8 9  9 , 8 4 2 , 8 2 1  

 

 

 

 

 

 

 

≪図表９  製造業粗付加価値額の推移≫  

（ 出 典 ： 工 業 統 計 調 査 、 経 済 セ ン サ ス ）  

（ 図表中の「Ｘ」は、事業所数が２以下など秘匿箇所が明らかになる場合、その集計数値を統計法により秘匿したもの） 

≪図表１０  製造業全体と業務用機械器具製造業の推移≫  
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３  土 地 の 動 向  

□  評 価 地積による地目  

    固定資産税評価地積の推移をみると、農地面積が減少し、宅地面積が増加

しているため、農地から宅地への転用が進んでいます。さらに、宅地の中で

も 200 ㎡以下の小規模住宅用地が増加しており、一般住宅用地は減少してい

ます。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

         （ 単 位 ： ㎡ ）  

年度  

地目  
2010 年度 2011 年度 2012 年度 2013 年度 2014 年度 2015 年度 2016 年度 2017 年度 

農

地 

一 般 田  2 , 7 3 7 , 0 6 7  2 , 7 2 2 , 4 2 8  2 , 7 0 8 , 4 2 8  2 , 6 8 6 , 8 6 4  2 , 6 7 3 , 3 6 9  2 , 6 2 6 , 7 8 4  2 , 6 0 6 , 4 0 6  2 , 5 8 2 , 2 4 4  

市街化区域田 4 4 8 , 5 2 3  4 2 9 , 6 9 1  3 7 3 , 7 6 8  3 5 5 , 1 9 5  3 3 6 , 9 5 8  3 1 8 , 1 9 7  2 8 7 , 7 7 5  2 6 5 , 1 8 0  

一 般 畑  8 1 5 , 4 0 4  8 1 3 , 1 4 7  8 0 9 , 1 6 2  8 0 3 , 7 9 9  7 9 6 , 8 4 5  7 9 3 , 5 6 4  7 8 1 , 8 7 3  7 7 7 , 3 8 3  

市街化区域畑 6 5 9 , 1 0 0  6 4 0 , 6 5 3  6 2 9 , 8 4 7  6 0 9 , 9 1 2  5 7 7 , 9 0 7  5 6 5 , 1 0 3  5 4 7 , 3 1 2  5 2 5 , 3 4 8  

計  4 , 6 6 0 , 0 9 4  4 , 6 0 5 , 9 1 9  4 , 5 2 1 , 2 0 5  4 , 4 5 5 , 7 7 0  4 , 3 8 5 , 0 7 9  4 , 3 0 3 , 6 4 8  4 , 2 2 3 , 3 6 6  4 , 1 5 0 , 1 5 5  

宅

地 

小規模住宅用地 3 , 8 1 5 , 4 5 4  3 , 8 7 4 , 4 9 6  3 , 9 3 5 , 6 5 6  3 , 9 9 9 , 2 5 7  4 , 0 5 9 , 6 2 4  4 , 1 1 0 , 8 3 0  4 , 1 5 8 , 8 1 5  4 , 2 2 1 , 4 5 6  

一般住宅用地 1 , 2 0 3 , 9 8 7  1 , 2 0 0 , 8 9 1  1 , 1 9 7 , 9 5 6  1 , 1 9 5 , 2 5 8  1 , 1 9 2 , 8 7 3  1 , 1 8 8 , 2 8 3  1 , 1 8 6 , 6 0 8  1 , 1 8 1 , 8 8 5  

非住宅用地 2 , 5 4 0 , 2 1 4  2 , 5 3 9 , 8 7 6  2 , 5 1 4 , 0 1 6  2 , 5 0 6 , 4 5 5  2 , 5 1 1 , 7 6 1  2 , 5 1 6 , 8 3 7  2 , 5 3 4 , 8 0 7  2 , 5 4 5 , 6 4 3  

計  7 , 5 5 9 , 6 5 5  7 , 6 1 5 , 2 6 3  7 , 6 4 7 , 6 2 8  7 , 7 0 0 , 9 7 0  7 , 7 6 4 , 2 5 8  7 , 8 1 5 , 9 5 0  7 , 8 8 0 , 2 3 0  7 , 9 4 8 , 9 8 4  

雑 種 地  1 , 1 2 1 , 6 0 8  1 , 1 1 5 , 4 0 4  1 , 1 1 0 , 4 4 9  1 , 1 1 7 , 9 6 5  1 , 1 0 6 , 5 4 7  1 , 1 1 2 , 4 3 7  1 , 1 1 2 , 4 9 7  1 , 1 0 6 , 6 4 6  

合 計  1 3 , 3 4 1 , 3 5 7  1 3 , 3 3 6 , 5 8 6  1 3 , 2 7 9 , 2 8 2  1 3 , 2 7 4 , 7 0 5  1 3 , 2 5 5 , 8 8 4  1 3 , 2 3 2 , 0 3 5  1 3 , 2 1 6 , 0 9 3  1 3 , 2 0 5 , 7 8 5  
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5,000,000
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8,000,000
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（㎡） （㎡）

≪図表 11 固定資産税評価地積の推移≫  

≪図表 12 宅地と農地の評価地籍の推移≫  
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４  財 政 の 動 向  

□  歳 入 の状況  

    歳入の推移をみると、2015 年度以降、減少傾向にあり、歳入全体に対する

自主財源（市が自主的に収入できる財源）の割合が低くなっており、2013 年

度以降は 2016 年度を除き 60％を下回っています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

自主財源の約 80％を占める市税の推移をみると、2014 年度以降減少して

おり、2017 年度では 133 億 3,200 万円となっています。  

 

 

 

 

 

 

 

 

≪図表 13 歳入（一般会計の決算）の推移≫  

≪図表 14 市税の推移≫  

15,641 16,013 15,284 15,269 15,639 15,538 16,477 17,124 17,980 16,655 

6,631 7,768 9,306 8,509 9,225 10,745 
12,288 

13,310 10,667 11,681 
22,272 

23,781 24,590 23,778 
24,864 

26,283 
28,765 

30,433 
28,647 28,336 

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

35,000

2008年度 2009年度 2010年度 2011年度 2012年度 2013年度 2014年度 2015年度 2016年度 2017年度

自主財源 依存財源

（百万円）

6,105 5,613 5,485 5,340 
6,338 5,837 6,529 6,429 6,123 5,907 

5,535 
5,484 5,564 5,565 

5,326 5,515 
5,710 5,723 5,874 5,922 

1,386 
1,363 1,408 1,480 

1,440 1,504 
1,512 1,497 1,522 1,503 

13,026 
12,460 12,457 12,386 

13,105 12,856 
13,751 13,649 13,520 13,332 

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000

2008年度 2009年度 2010年度 2011年度 2012年度 2013年度 2014年度 2015年度 2016年度 2017年度

市民税 固定資産税 その他

（百万円）



11 

     

 国から地方に配分される地方交付税等の推移をみると、2012 年度以降減

少傾向にありましたが、2017 年度は 23 億 1,600 万円と増額となっていま

す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

≪図表 15 地方交付税等の推移≫  
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□  歳 出 の状況  

    歳出の推移をみると、2015 年度以降、減少傾向にあります。分類別では任

意に削減することができない義務的経費（人件費、扶助費 ※、公債費 ※）は 2017

年度では 114 億 100 万円となっています。 

    市の資本形成となる投資的経費（普通建設事業費）は、2017 年度では 37

億 8,200 万円となっています。 

    その他経費（物件費 ※、繰出金 ※など）は、2017 年度では 126 億 9,700 万

円となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

扶 助 費 ： 社 会 保 障 制 度 の 一 環 と し て 、 生 活 困 窮 者 、 児 童 、 老 人 、 心 身 障 害 者 等 を 援 助 す る た め に 要 す る 経 費  

公 債 費 ： 地 方 債 元 利 償 還 金 （ 公 共 施 設 や 道 路 、 水 道 、 下 水 道 な ど の 整 備 に 充 て た 借 入 金 の 返 済 の た め の お 金 ） 及 び 一     

時 借 入 金 利 子 （ 会 計 年 度 中 に 歳 計 現 金 が 不 足 し た 場 合 に 、 そ の 不 足 を 補 う た め に 借 り 入 れ る 資 金 。 一 時 借 入

金 は 、 一 時 的 な 資 金 の 不 足 を 解 消 す る た め の 支 払 資 金 な の で 、 そ の 年 度 の 歳 入 を も っ て 償 還 し な け れ ば な ら

な い 。 ） の 支 払 い に 要 す る 経 費  

物 件 費 ： 人 件 費 、 維 持 補 修 費 、 扶 助 費 、 補 助 費 等 以 外 の 地 方 公 共 団 体 が 支 出 す る 消 費 的 性 質 （ 職 員 旅 費 や 備 品 購 入

費 、 委 託 料 等 ） の 経 費  

繰 出 金 ： 普 通 会 計 か ら 他 会 計 、 基 金 （ 定 額 の 資 金 の 運 用 を 目 的 と す る 基 金 ） に 支 出 す る 経 費  

 

 

≪図表 16 歳出（一般会計）の推移≫  
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 歳出の約 40％を占める割合の義務的経費の性質別の推移をみると、人件費

は約 40 億円前後で推移しており、2017 年度では 39 億 8,100 万円となって

います。 

扶助費は増加傾向にあり、2017 年度では 55 億 7,200 万円となっており義

務的経費の総額の約 50％を占める割合となっています。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

≪図表 17 歳出（一般会計）の推移≫  
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□  今 後 の見通し  

    歳入面では、市税の大幅な増収が見込めない中で、地方交付税は、合併に

よる普通交付税の特例措置の終了により減収が見込まれています。そのため

国・県の補助金や地方債を有効に活用するなど、財源の確保が求められてい

ます。一方、歳出面では、合併特例事業債を活用した事業に係る公債費の償

還金や、超高齢社会による扶助費、老朽化した公共施設の維持・更新に伴う

費用の増加が見込まれます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

≪図表 18 歳入の見通し≫  
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≪図表 19 歳出の見通し≫  
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